
１．基本情報

1

1

3

２．施策目標（施策指標）

№

３．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価及び対応方針

４．今後の展望（評価会議最終評価）

（施策目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

障がい者の就労支援を利用した実績値が、目標を上回る結果となりました。これは、就労継続支援
に移行する事業所の増加、窓口における相談事業の充実などによるものです。

就労支援事業所及び相談事業の充実により、更なる就労支援事業の利用者数の増加を図ります。

作成担当部長 福祉保健部長  山西　仁子

目標値を達成しています。引き続き目標値の達成を目指し、現在の方向性で施策を継続することとしま
す。

実績値

達成状況

4

目標値

達成状況

3 実績値

目標値

達成状況

達成状況 達成 達成

102

実績値 75 123 126

2

目標値

実績値

1
就労支援事業の利
用者数

人

目標値 87 97 100 101

施策の
方向性

●障がい者の自立支援や社会参画の促進、障がい者と暮らす家族に対する支援を継続的に行います。
●住民の障がい及び障がい者に対する理解や認識を深め、人権尊重の意識を醸成するため、障がい者の理解促進につ
ながる分かりやすい啓発・広報活動を推進します。

目標指標 単位 区分
計画策定
時の状況

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度
中期目標
(H32)

平成２９年度　施策評価シート

基本目標 みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

担当部 福祉保健部基本施策 地域で共に支え合う福祉の充実

単位施策名称 障がい者福祉の充実



【参考】施策の推進に要したコスト (単位:千円)
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合計 892,211

施策の成果を
維持する事業

財
政
計
画

障がい者福祉一般事務事業 11,688

地域生活支援事業 63,980

障がい支援区分認定事業 1,498

障がい児通所支援事業 171,953

福祉事務所（特別障がい者手当等）事業 21,491

障がい者医療費給付事業 34,812

補装具等給付事業 6,919

障がい福祉サービス事業 562,222

40

区分 事業名称 事業費

施策の成果を
押し上げる

事業

事
務
事
業
計
画

地域生活支援強化事業 16,085

精神障がい者通院医療費助成事業 1,523

障がい者雇用促進等事業



１．基本情報

政策体系

1

1

3

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

平成２９年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 地域生活支援強化事業 事業番号 113101

担当部署名 福祉保健部 福祉課

障がい者の地域生活を支援するため、障がい者施設への通所交通費の助成やタクシー料金の助成、ま
た障がい者の歯科健診を実施します。

活動計画 活動実績

○

○

○

○

障がい者施設に通所する障がい者へ通所のた
めの交通費を助成します。
重度障がい者の社会参加を促進するために、
タクシー料金を助成します。
重度心身障がい者の生活支援として、手当を
支給します。
18歳以上の障がい者手帳（身体・知的・精
神）所持者を対象に、集団歯科健診を実施し
ます。

○

○

○

○

障がい者施設に通所する障がい者へ通所のた
めの交通費を助成しました。（助成利用者103
人）
重度障がい者の社会参加を促進するために、
タクシー料金を助成しました。（交付人数588
人）
重度心身障がい者（5歳以上20歳未満）の生活
支援として、手当を支給しました。（受給者
数6人）
18歳以上の障がい者手帳（身体・知的・精
神）所持者を対象に、集団歯科健診を実施し
ました。（2回、受診者数11人）

基本目標 みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

基本施策 地域で共に支え合う福祉の充実

単位施策 障がい者福祉の充実

H31年度 H32年度

①
障がい者施設通所交通費
助成利用者数

人

目標値 87 93 99 106

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 達成 達成

114

実績値 100 103

実績値

目標値

③ 0

目標値

② 0

達成状況

達成状況

目標値

実績値

指標の設定方法
施設通所への交通費の助成を行い、障がい者の社会参加を促すことが目
的のため、障がい者施設通所交通費助成利用者数を指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

当初予算 15,489 0 0 0 0 15,489

16,085決算 16,085 0 0 0 0



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

毎年、4月に配布する福祉タクシー券は多くの障がい者に周知されています。同様に、障がい
者施設に通所するための交通費助成制度は施設側も把握できています。そのため、目標値を達
成したものと思われます。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性 事業継続

方向性を踏まえ
た今後の展望

目標値を達成しています。引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することと
します。

事業継続

タクシー券の配布及び障がい者施設への通所交通費助成制度については、継続して広く周知し
ていきます。

作成担当部長 福祉保健部長  山西　仁子

今後の方向性 事業継続

今後、障がい者の高齢化の進展に伴い、運転免許証の自主返納が多くなると見込めるため、福
祉タクシー券は継続実施します。また、障がい者の集団歯科健診は、過去の健診により、かか
りつけの歯科医療機関を持つ障がい者が増えたことに伴い、健診受診者が減少したことにより
健診体制の構築が困難となったため、平成29年度で終了しました。

作成担当課長 福祉課長　倉﨑　誠一郎

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

2年連続、事業目標を達成しています。制度についても広く周知しています。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性



１．基本情報

政策体系

1

1

3

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

平成２９年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 精神障がい者通院医療費助成事業 事業番号 113102

担当部署名 福祉保健部 福祉課

精神障がい者の社会復帰と医療費負担の軽減を図るため、通院医療費の助成を行います。

活動計画 活動実績

○ 自立支援医療（精神通院）受給者のうち、社
会保険加入者へ医療費の自己負担の１／２を
助成します。

○ 自立支援医療（精神通院）受給者のうち、国
民健康保険以外の健康保険加入者へ医療費の
自己負担の１／２を助成しました。
・助成対象者497人（H30.3.31現在）
・申請件数311件（実人数167人）

基本目標 みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

基本施策 地域で共に支え合う福祉の充実

単位施策 障がい者福祉の充実

H31年度 H32年度

① 助成対象者数 人

目標値 - 424 442 461

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 - 達成

480

実績値 - 497

実績値

目標値

③ 0

目標値

② 0

達成状況

達成状況

目標値

実績値

指標の設定方法
精神障がい者の医療費の自己負担を一部助成することで、適切な受診に
つなげるとともに社会復帰・社会参加を促進するため、助成対象者数を
指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

当初予算 4,795 0 0 0 0 4,795

1,523決算 1,523 0 0 0 0



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

新たに通院医療費の自己負担の1/2を助成することにより、自立支援医療（精神通院）の申請
件数が増加しました。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性 事業継続

方向性を踏まえ
た今後の展望

目標値を達成しています。引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することと
します。

事業継続

精神障がい者の社会復帰と医療費負担の軽減を図るため、通院医療費の助成を継続して行うと
ともに、制度について広く周知していきます。

作成担当部長 福祉保健部長  山西　仁子

今後の方向性 事業継続

次年度以降も継続実施します。

作成担当課長 福祉課長　倉﨑　誠一郎

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

新たに通院医療費の自己負担の1/2を助成することにより、自立支援医療（精神通院）の申請
件数が増加しました。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性



１．基本情報

政策体系

1

1

3

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

平成２９年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 障がい者雇用促進等事業 事業番号 113103

担当部署名 福祉保健部 福祉課

障がい者の経済的自立を促進するとともに、一般就労への移行を推進するため、町で精神及び知的障
がい者の雇用を行います。

活動計画 活動実績

○ 障がい者（精神・知的）を雇用し、一般就労
への移行を推進します。

○ 障がい者相談支援事業所と連携して、精神障
がい者2人を臨時職員として雇用しました。
（時給950円×3時間×7日×2人）

基本目標 みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

基本施策 地域で共に支え合う福祉の充実

単位施策 障がい者福祉の充実

H31年度 H32年度

① 新規雇用者数 人

目標値 - 1 1 1

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 - 達成

1

実績値 - 2

実績値

目標値

③ 0

目標値

② 0

達成状況

達成状況

目標値

実績値

指標の設定方法
障がい者を雇用することにより、雇用・就業、経済的自立の支援を行う
ため、雇用者数を指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

当初予算 456 0 0 0 0 456

40決算 40 0 0 0 0



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

雇用にあたり町内の障がい者相談支援事業所と協議を行い、進めたことで目標を達成できまし
た。

事業効果 高 事業改善 高 今後の方向性 事業継続

方向性を踏まえ
た今後の展望

目標値は達成していますが、対応方針に沿った改善策を取り入れながら、引き続き
目標値の達成を目指し、事業を継続することとします。

事業継続

臨時職員で短時間労働の条件から徐々に時間を伸ばすなど、個々人に合った雇用形態とするこ
とを心がけて対応していきます。

作成担当部長 福祉保健部長  山西　仁子

今後の方向性 事業継続

障がい者雇用促進法により民間会社も法定雇用率遵守の傾向があり、今後当町での就労希望者
が減少すると思われます。より多くの障がい者雇用に向けて、関係機関との連携強化が必要で
す。

作成担当課長 福祉課長　倉﨑　誠一郎

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

目標は達成できましたが、障がい者の雇用はもっと促進していかなければならない課題だと位
置づけています。

事業効果 高 事業改善 高 今後の方向性


